
参考資料１ 

第３期スポーツ基本計画（令和４年３月２５日策定） 

（運動部活動関係抜粋） 
 

第３章 今後５年間に総合的かつ計画的に取り組む施策 

（略） 

（１）多様な主体におけるスポーツにおけるスポーツ機会創出 

【政策目標】 

国民のスポーツ実施率を向上させ、日々の生活の中で一人一人がスポーツの価値を享受でき

る社会を構築する。 

①（略） 

② 学校や地域における子供・若者のスポーツ機会の充実と体力の向上  
ａ．運動部活動改革の推進と地域における子供・若者のスポーツ機会の充実  
［現状］ 
・ 中学生のスポーツ活動が地域・学校等に応じて多様な形で最適に実施されるよう、平成 30
年３月に「運動部活動の在り方に関する総合的なガイドライン」を策定したところ、運動部

活動の平均活動時間は短縮傾向にあり、休養日は増加傾向にあるものの、ガイドラインに定

めた時間数等には達していない。 
  ・ 中学校の運動部活動において、競技経験のない教師が指導をせざるを得ない現状があり、

また、部活動の指導が教師の大きな業務負担となっている。 
  ・ 令和２年９月に「学校の働き方改革を踏まえた部活動改革」を取りまとめ、改革の第 一歩

として令和５年度以降、段階的に休日の部活動の運営主体を学校から地域に移行 していく方

針を示している。 
・ 地域における子供のスポーツ実施の場について、総合型クラブの地方公共団体における設

置率は 80.9％30となっているが、総合型クラブについては運営体制の強化や行政と の連携

が課題となっており 31、スポーツ少年団は年々減少するなど、地域で様々な住民 が一人一人

のニーズに合わせたスポーツをするための場、プログラム、指導者等の環境 の充実が必要で

ある。 
・ 「学校体育施設の有効活用に関する手引き」の策定やモデル事業を通じて、学校体育 施設

の有効活用を推進している。 
・ こうした状況の下、令和３年 10 月、学識経験者や学校スポーツ関係者から構成される「運

動部活動の地域移行に関する検討会議」をスポーツ庁に設置し、「学校の働き方改革を踏まえ

た部活動改革について」で示した方針の具体化に向けて検討に着手したところであり、令和

５年度からの休日の部活動の段階的移行が各地で着実に進められるよう、令和４年の可能な

限り早期に提言を取りまとめることを予定している。 
 

 
30 設置数は令和３年７月現在 3,583 クラブ。 
31  令和２年７月現在では、自己財源率が50％以上のクラブが68.0％にとどまっている。また、ＰＤＣＡサイクルが定着してい

るクラブは32.5％、地域課題解決のための方策等について市区町村行政と連携して事業を実施しているクラブは15.3％であ

り、いずれも割合の増加が課題となっている。 



［今後の施策目標］ 
✔ 中学生等の青少年にとってふさわしいスポーツ環境の実現を目指し、まずは休日の部活

動の運営主体の学校から地域への移行の着実な実施とともに、地域において子供のニーズ

に応じた多種多様なスポーツを安全・安心に実施できる環境を新たに構築するため、「運動

部活動の地域移行に関する検討会議」で提言された改革の方向性・方策に基づき、運動部

活動改革を着実に推進する。 
［具体的施策］ 

ア 国は、地方公共団体及びスポーツ団体等と連携し、部活動の運営主体の学校から地域

への移行について、まずは、令和５年度以降の休日の部活動の段階的な地域移行に向け

て、各地域の実態に応じた様々な課題に対応するための実践研究を行うとともに、得ら

れた事例を効果検証し、情報発信することで取組の全国展開を図る。また、運動が苦手

な生徒や障害のある生徒も含めて、どの生徒も地域においてスポーツに親しむ機会が

確保されるよう、地域におけるスポーツ環境の整備充実を推進する。 
イ 国は、地方公共団体及びスポーツ団体等と連携し、総合型クラブやスポーツ少年

団、競技団体、地域スポーツクラブ等の地域における子供のスポーツ実施の場を担う

関係団体において、運動・スポーツ指導者の資質向上や相互派遣、活動の場の調整等

について連携・協力を促進する。また、幼児期や運動を得意としない子供、障害のあ

る子供等を含めた多様な子供が参加しやすい環境を整備し、地域における子供のスポ

ーツ実施を促進する。 
ウ 国は、地方公共団体及びスポーツ団体等と連携し、子供のニーズに対応できるよ

う、アーバンスポーツや誰もがひとしく参加できるスポーツ、レクリエーション志向

等の活動も含めて、多種多様なスポーツの機会の提供を促進する。 
エ 国は、地方公共団体及びスポーツ団体等と連携し、地域における青少年の武道実践

の機会の提供を促進するとともに、安全に配慮した指導が行える指導者の確保を図

る。 
オ 国は、地方公共団体及びスポーツ団体等と連携し、地域スポーツに参加する子供た

ちの成果発表の機会を確保・充実する観点から、大会の在り方の見直しを図る。 
カ 国は、部活動の運営主体の学校から地域への移行の流れを踏まえ、学習指導要領や

地域スポーツ環境の在り方等の部活動に関する仕組みについて適切なものとなるよう

検討する。 
キ 国は、基本法、学校教育法、社会教育法の趣旨を踏まえて学校体育施設の有効活用

を促進するため、地方公共団体内での十分な連携や、総合型クラブや民間事業者を含

む多様な主体の参画による効率的・効果的な活用、一般開放を前提とした施設整備

（社会体育施設との複合化、耐震化、バリアフリー化等）、デジタル技術を活用した

施設の情報管理等を先進事例の情報提供等により推進する。 


